
（２・３号認定） 

（裏面へ続く） 

令和７年度高石市利用者負担額（保育料）徴収金額表 
 

※¹ 特定世帯とは、ひとり親世帯および在宅障がい者がいる世帯等のことをいいます。 

※² 市町村民税及び世帯の状況（生活保護世帯、ひとり親世帯、在宅障がい者がいる世帯）等に変更がござ

いましたら、利用者負担額（保育料）・副食費免除の有無も変更となる場合がございます。保護者の方が

子育て支援課にて申請していただいた翌月から利用者負担額（保育料）・副食費免除の有無が変更となり

ます。  

        

（注意１） 

第１階層を除き、令和７年度４月分から８月分までの利用者負担額（保育料）・副食費免除の有無の決定は、

令和６年度の市町村民税で算定し、令和７年度９月分から３月分までの利用者負担額（保育料）・副食費免除

の有無の決定は、令和７年度の市町村民税で算定します。 

※政令指定都市から転入された方の利用者負担額（保育料）・副食費の免除の有無を決定する際、政令指定都

市において課税された市町村民税額を基礎とする場合は、一般市で課税された税額とみなし計算します（政

令指定都市で課税された市町村民税額に８分の６を乗じた額）。 

（注意２） 

各月初日の在籍児童の属する世帯の階層区分 ３歳未満児（３号認定） 
３歳以上児 

（２号認定） 

階層区分 定義 
保育標準時間 保育短時間 

０円 

第１子 第２子 第１子 第２子 

１ 生活保護世帯又は里親の属する世帯 ０円 ０円 ０円 ０円 

２ 市町村民税非課税世帯 ０円 ０円 ０円 ０円 

３－１ 市町村民税均等割のみ 

課税の世帯 

特定世帯※¹ ４，０５０円 ０円 ３，９５０円 ０円 

３－２  ８，１００円 ４，０５０円 ７，９００円 ３，９５０円 

４－１ 市町村民税所得割課税額

48,600 円未満 

特定世帯※¹ ４，７５０円 ０円 ４，６５０円 ０円 

４－２  ９，５００円 ４，７５０円 ９，３００円 ４，６５０円 

５－１ 市町村民税所得割課税額

48,600円以上52,100円未満 

特定世帯※¹ ５，６５０円 ０円 ５，５５０円 ０円 

５－２  １１，３００円 ５，６５０円 １１，１００円 ５，５５０円 

６－１ 市町村民税所得割課税額

52,100円以上68,400円未満 

特定世帯※¹ ７，０００円 ０円 ６，８５０円 ０円 

６－２  １４，０００円 ７，０００円 １３，７００円 ６，８５０円 

７－１ 市町村民税所得割課税額

68,400円以上77,101円未満 

特定世帯※¹ ９，０００円 ０円 ８，８００円 ０円 

７－２  ２３，０００円 １１，５００円 ２２，６００円 １１，３００円 

８ 
市町村民税所得割課税額 

77,101 円以上 97,000 円未満 
２３，０００円 １１，５００円 ２２，６００円 １１，３００円 

９ 
市町村民税所得割課税額 

97,000 円以上 137,000 円未満 
３５，６００円 １７，８００円 ３４，９００円 １７，４５０円 

１０ 
市町村民税所得割課税額 

137,000 円以上 169,000 円未満 
４３，０００円 ２１，５００円 ４２，２００円 ２１，１００円 

１１ 
市町村民税所得割課税額 

169,000 円以上 301,000 円未満 
４８，８００円 ２４，４００円 ４７，９００円 ２３，９５０円 

１２ 
市町村民税所得割課税額 

301,000 円以上 397,000 円未満 
５３，０００円 ２６，５００円 ５２，０００円 ２６，０００円 

１３ 
市町村民税所得割課税額 

397,000 円以上 
５８，０００円 ２９，０００円 ５７，０００円 ２８，５００円 



表面の「市町村民税」の額を計算する場合、税額控除（市町村等に対する寄付金控除、外国税額控除、住宅

借入金等特別控除、配当控除等）は、適用しません。 

 

（注意３） 

多子軽減制度として、同一世帯内で小学校就学前までの子どもが複数人同時に保育所、認定こども園、幼稚

園等を利用している場合に、３号認定子どもの利用者負担額（保育料）は、最年長の子どもから順に２人目

は「第２子」の金額、３人目以降は、無料となります。（企業主導型保育事業、特別支援学校幼稚部、情緒障

害児短期治療施設通所部の利用、または児童発達支援もしくは医療型児童発達支援を利用している場合も多

子軽減制度の人数に含めますが、保育料は軽減されません）その確認書類といたしまして、企業主導型保育

事業等をご利用されている児童につきましては、市役所で配布している保育施設利用証明書を子育て支援課

までご提出ください。 

 

（注意４） 

市町村民税所得割課税額が 57,700 円未満の一般世帯および市町村民税所得割課税額 77,101 円未満の特定世

帯（ひとり親世帯および在宅障がい者がいる世帯等）については、上記（注意３）の規定にかかわらず、３号

認定子どもの利用者負担額（保育料）は、最年長の子どもから順に２人目は「第２子」の金額、３人目以降

は、無料となります。また、勤務、修学等の都合で別居している場合であっても、生計を一にする子どもだ

と認められる場合もございますので、子育て支援課までご相談ください。 

 

（注意５） 

年度の途中で誕生日を迎えて３号認定から２号認定に切り替わる場合（年度途中で３歳に達した場合）でも、

当該年度中は３号認定の利用者負担額（保育料）となります。 

 

（注意６） 

子どもと同居する祖父母がいる場合、父母の収入によっては、祖父母の市町村民税額で利用者負担額（保育
料）・副食費免除の有無を決定する場合があります。(世帯分離されていても、居住実態で決定となります) 

 

（注意７） 

２号認定子どもについては、食材料費をお支払いいただきます。ただし、市町村民税所得割課税額が 57,700

円未満の一般世帯および市町村民税所得割課税額 77,101 円未満の特定世帯（ひとり親世帯および在宅障が

い者がいる世帯等）、もしくは同一世帯内で小学校就学前までの子どもが複数人同時に保育所、認定こども園、

幼稚園等を利用している場合の第３子以降の子どもについては、副食費が免除されます。 

 

（注意８） 

利用者負担額（保育料）には、食材料費（主食費、副食費）、諸費用等は含まれませんので、通われる施設に

お問い合わせください。 

 

 

お問い合わせ 

高石市教育委員会 こども未来室 子育て支援課 

電話：072-275-6359（直通） 


